（様式１）
　　　令和　年　　月　　日

寄附者テーマ設定型協働推進事業企画提案書
大和信用金庫からの寄附金を活用した
「大和川水系の水環境改善活動」
奈良県知事　様

団体所在地　〒

団体名
役　　職
代表者名　　　　　　　　　　　　　　　

令和５年度実施の大和信用金庫からの寄附金を活用した「大和川水系の水環境改善活動」の企画について、以下のとおり関係書類を添えて提出します。
	添付書類
	1. 事業計画書（様式２）

2. 事業の実施体制（様式３）　

3. 団体目的等についての誓約書（様式４）

4. 団体の規約・定款等の写し、役員名簿

5. 直近1年間の事業報告書（書式は自由です）
6. 直近1年間の収支決算書（書式は自由です)

7. その他参考資料（団体紹介パンフレット、機関紙　等）


※1.　本企画書及び添付書類は、（様式２）事業計画書「２．団体の概要」の「連絡責任者/連絡先住所」欄以外全て原則公開資料とします。また、提出いただいた書類の返却はいたしません。
※2.　複数のＮＰＯ等が実行委員会等を組織し共同で応募する場合は、（様式２）事業計画書「２．団体の概要」、（様式４）団体目的等についての誓約書、団体の規約・定款等の写し、役員名簿、直近の１年間の事業報告書、直近1年間の収支計算書を、ＮＰＯ等ごとに１部ずつ作成して下さい。

（様式２）　　　　　　　　　　　　事　業　計　画　書
１　事業の概要　

	テーマ名
	大和信用金庫からの寄附金を活用した「大和川水系の水環境改善活動」

	事業名
	

	概要（下記の点について、それぞれ簡潔・明瞭に記入して下さい。）

	事業目的
	

	事業期間
	令和　年　　月　　日　～　令和　年　　月　　日

	実施場所
	

	対象者
	

	事業内容
	

	総事業費
	円
	補助対象経費
	円

	他からの助成金、委託金、分担金
	有　・　無
	相手先
	国　・　市町村　・　民間団体

	必要性：



	公益性：



	先駆性：


	手法：


	期待される効果：



２　団体の概要

	団体の名称
	

	活動の開始年月
	　　　　年　　　　月　

	法　人　格
	あり  ・  申請中  ・  なし  （該当するものに○印をつけて下さい）

	認証・許可年月日
	　　　年　　　月　　　日　　　所轄庁：　

	所在地住所
	住所
	〒



	
	TEL
	

	
	FAX
	

	
	E-mail
	

	
	URL
	

	代表者職・氏名
	職名
	
	ふりがな
	

	
	
	
	氏名
	

	連絡責任者

連絡先住所

□自　宅
□所属先
	氏 名
	

	
	住所
	〒



	
	TEL
	

	
	FAX
	

	
	E-mail
	

	設立の目的
と

現在の活動内容
	

	
	個人会員数　　人 ／ 団体会員　　団体 ／ 専従職員　　人

	団体の財政状況
	昨年度
	収入
	円
	今年度
	収入
	円

	
	
	支出
	円
	
	支出
	円

	活動実績

(箇条書き)
	

	行政との協働事業実績

および助成・補助実績

（申請中を含む）

(箇条書き)
	

	備　　　考
	


３　事業のスケジュール

	年  月  日
	活  動  内  容
	実施場所

	
	
	


４　この事業を応募するにあたり特にアピールしたいこと

	


５　事業に必要な経費の収支計画表
実施期間：令和　　年　　月　　日　から　令和　　年　　月　　日

団体名：　　　　　　　　　　　　　　　　　

収入の部

	費　　目　　等
	金　額（円）
	経　費　内　訳

	
	自己資金
	
	

	
	大和信用金庫からの寄附金を活用した「大和川水系の水環境改善活動」補助金
	
	

	
	民間からの助成金
	
	

	
	
	
	

	合　計
	
	


支出の部

	費　　目　　等
	金　額（円）
	経　費　内　訳

	補助対象経費
	
	

	
	旅費交通費
	
	

	
	通信運搬費
	
	

	
	消耗品費
	
	

	
	印刷製本費
	
	

	
	使用料
	
	

	
	諸謝金
	
	

	
	保険料
	
	

	
	人件費
	
	

	
	その他
	
	

	小　計
	
	

	補助対象外経費
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	小　計
	
	

	合計
	
	


※　必要な費目は適宜追加してください。

※　経費内訳欄には、できるだけ詳細に積算根拠を記入してください。

６　本事業の次年度以降のステップアップ計画（将来的に自立して実施していくことを見据えて）
	ステップアップ内容
	・応募した事業について、過去からの発展の様子
・本年度より発展させていく内容等



・収入の確保方法（県補助金がないことを想定）


	令和６年度
実施スケジュール
	時期
	活動内容
	場所

	
	
	
	

	令和６年度
収支予算
	収入
	費目・経費
	金額

	
	
	　
	　

	
	
	　
	　

	
	
	　
	　

	
	
	　
	　

	
	収入合計
	　
	　

	
	支出
	費目・経費
	金額

	
	
	　
	　

	
	
	　
	

	
	
	　
	　

	
	
	　
	　

	
	
	
	

	
	支出合計
	　
	　


（様式３）　

令和　　年　　月　　日　
事　業　の　実　施　体　制

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　団体名　　

役職
代表者名　　　　　　　　　　　　　　　　
	担当業務
	氏　　　名
	団体での
役職名
	担当業務の詳細

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	


※役員及び職員のうち、この事業に関連する者について記入して下さい。

（様式４）

　令和　　年　　月　　日

団体目的等についての誓約書

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　団体名　　

役職
代表者名　　　　　　　　　　　　　　　　

当団体は、下記のすべての事項に該当することを誓約します。

記

1. 奈良県内で活動するＮＰＯ法人、ボランティア団体、一般社団法人、一般財団法人、公益社団法人、公益財団法人又は地縁組織（自治会、町内会、老人会、婦人会等）であること。
2. 団体の運営について、県民が自主的・主体的に行っているものであること。
3. 宗教や政治活動を主たる目的とした団体でないこと。

4. 特定の公職者（候補者を含む）、または政党を推薦、支持、反対することを目的とした団体でないこと。

5. 暴力団でないこと、暴力団若しくは暴力団員の統制の下にある団体でないこと。

6. 団体の全役員は、特定非営利活動促進法第20条各号に掲げる欠格事項に該当しないこと。
（特定非営利活動促進法第２０条）

	第二十条　次の各号のいずれかに該当する者は、特定非営利活動法人の役員になることができない。
一　破産手続開始の決定を受けて復権を得ない者

二　禁錮以上の刑に処せられ、その執行を終わった日又はその執行を受けることがなくなった日から二年を経過しない者

三　この法律若しくは暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律の規定(同法第三十二条の三第七項及び第三十二条の十一第一項の規定を除く。第四十七条第一号ハにおいて同じ。)に違反したことにより、又は刑法(明治四十年法律第四十五号)第二百四条、第二百六条、第二百八条、第二百八条の二、第二百二十二条若しくは第二百四十七条の罪若しくは暴力行為等処罰に関する法律(大正十五年法律第六十号)の罪を犯したことにより、罰金の刑に処せられ、その執行を終わった日又はその執行を受けることがなくなった日から二年を経過しない者

四　暴力団の構成員等

五　第四十三条の規定により設立の認証を取り消された特定非営利活動法人の解散当時の役員で、設立の認証を取り消された日から二年を経過しない者

六　心身の故障のため職務を適正に執行することができない者として内閣府令で定めるもの

※特定非営利活動促進法施行規則　

第二条の二　法第二十条第六号に規定する内閣府令で定めるものは、精神の機能の障害により役員の職務を適正に執行するに当たって必要な認知、判断及び意思疎通を適切に行うことができない者とする。


